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資料：厚生労働省「毎月勤労統計」より転載 

2015年6月の結果 

 現金給与総額（名目賃金）は前年同月比▲2.4％、実質賃金は同▲2.9％と、とも

に大きく減少した。  

 賃金が大きく下落した主因は、特別給与の減少である。毎月勤労統計の公表資料

では、厚生労働省がその原因の説明を行うなど異例の対応を行っている。 

 今年の夏のボーナスは、 日本経済新聞が行った調査（7月13日公表）では対前年

比2.11％増（14年は同9.06％増）、日本経済団体連合会が行った調査（第１回調

査、5月29日公表）では2.43％増（14年は同8.80％増）と、大きく増加した前年に続

いて増加する見込み。 

 このため、6月の特別給与が大きく下振れたのは、厚労省の説明にもあるとおり、

従来6月に賞与を支給する事業所が5月に賞与を前倒しして支給したり、7、8月に

後ろ倒しして支給したことによるものと思われる。 

 もっとも、今年の1月に30人以上の事業所のサンプルの入れ替えを行っているた

め、今年の30人以上の事業所のサンプルが6月に賞与を支給する事業所が少な

いサンプルだった可能性もあり、実態として賞与を前倒ししたり、後ろ倒しして支給

しているとは限らない。 

 いずれにせよ、今年の夏のボーナスの結果は、6月速報だけでなく、賞与の支給

期間である6～8月の特別給与の動向をみる必要があり、総じてみれば特別給与

は前年から増加すると予想する。 

基調判断と今後の流れ 

 労働需給ギャップの供給超過幅が縮小するなか、春闘賃上げや非正規雇用の待

遇改善などを背景に、名目賃金は緩やかに上昇している。消費税引上げの影響

の一巡やガソリン価格の下落などもあり、実質賃金の下落にも歯止めがかかりつ

つある。 

 大企業を中心に賃上げの原資は潤沢であり、16年度にかけて内需中心の景気回

復が見込まれ、緩やかな賃金上昇の継続を見込む。 

図表 賞与支給事業所割合 

資料：厚生労働省「毎月勤労統計」 
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